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ドイツ相続税における事業承継問題
～２０１４年相続税法違憲判決を受けて～

野 田 裕 康

は じ め に

２０１５年１月より我が国で新しい事業承継税制１がスタートした。その政策目
的は「雇用の確保を通じた地域経済の活力維持」としている。現経営者や後継
予定者にとって資産譲渡時の課税問題は，事業の存続にも係るリスクマネジメ
ントである。本稿は我が国と同じく事業承継税制の抜本改革が議論されている，
ドイツの相続・贈与税（以下相続税）を取り上げる。ドイツでは過去３回にわ
たり相続税が違憲判決を受けており，なかでも事業承継が大きな争点となって
いたからである。特に，２００９年改正相続税が引き起こした極端な租税回避行為
については，我が国でも事業承継税制の在り方が議論されているにもかかわら
ず，このようなドイツの租税特別措置が及ぼす経済効果を分析している研究は，
ほとんどない。

ドイツ事業承継の問題は，雇用の創出，賃金水準の維持，関連する中小・家
族企業の保護がその中心課題に据えられているが，それ以上さらに，ドイツに
固有な企業経営の国内外経済に及ぼす経済的影響，産業の維持，近年議論が強
くなってきている富裕層に対する根本的な再分配機能，さらにはまだ十分に解
消したとは言えない課税資産評価格差など，多方面から指摘することができよ
う。よって本論ではドイツに固有の中小企業の位置づけを確認したうえで，違
憲判決の経緯と現行相続税法の抜け穴がもたらした租税回避の実態を調査し，
違憲判決後の税制改正議論も検証し，最後に唯一の有益な統計である営業届統
計から特別措置に基づく雇用への影響も実証していく。

１ 中 小 企 業 庁HP（http:／／www.chusho.meti.go.jp／zaimu／shoukei／２０１３／１３０７０５
shokei_manual.htm）
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２．ドイツの中小企業の多様性

２．１．ドイツの中小企業（KMU）
我が国の中小企業基本法２に拠れば中小企業者の範囲を資本金及び常時雇用

従業員数により，小規模企業者を常時雇用従業員数により規定している。２０１５
年の中小企業白書，および２０１５年より刊行された小規模企業白書では中規模企
業を約５１万者，小規模事業者は約３３４．３万者と表し，中小企業数は全企業数（約
３８６万者）の９９．７％を占めている。２０１１年の従業者数比では全体の約４，６１４万人
のなかで６９．７％，売上高比では総額１，１８２兆円のうち約４３．９％を中小企業が占
めている。

ドイツ中小企業の範囲は欧州委員会（以下EU）とボンのミッテルシュタン
ド研究機関（以下IfM Bonn３）の両基準が用いられている。ドイツのみならず
主要国で中小企業の役割は極めて大きく，EU内においても様々な支援策４があ
ることから，２００３年５月にEUは改めて統一的な基準を勧告５している。この
EU基準はIfM Bonn基準よりも範囲が狭く，このことは後述するミッテルシュ
タンドの存在が影響している。〈表１〉〈表２〉参照。

EU基準はドイツ連邦統計局やドイツ連邦銀行などで用いられている６が，国
内政策ではドイツに独特な中小企業に対する支援措置７をはじめとして，労働
政策上や財政政策上においてIfM Bonn基準に依拠したものも多く用いられて

２ 中小企業基本法第２条第１項は業種を①製造業その他，②卸売業③サービス
業④小売業に区分し，例えば小規模企業者は従業員数により①２０人以下～④５
人以下で分類，中小企業者では従業員数①３００人以下～④５０人以下，または資本
金①３億円以下～④５，０００万円以下のいずれかを満たすこと，と分類しているが，
中小企業関連立法における政令により従業員数に例外がある。

３ いわゆる中小企業研究所の名称IfMはドイツに複数存在するが，中心的な役割
はボンである。

４ 例えばEuropean Investment BankやBundesministerium für Wirtschaft und
Energieなど。

５ EC（２００５）: p.６.
６ Vgl. Vogel, S（２０１１）: s.３ ff.
７ 例えばKreditanstalt für WiederaufbauやEuropean Recovery Programなど。
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いる。
また，このような経済的な量的基準以外にも経営責任・意志決定の所在，法

人資産の所有形態，経営者との人的関係という質的基準もドイツ中小企業の定
義として重要である。とりわけ所有と経営が同一している企業の存在や，大企
業と独立した企業の役割も大きいものがあり，これらの性質を有している家族
企業やミッテルシュタンドは広義の中小企業と同類視され，また彼らのドイツ
国内外への経営戦略・競争力・成果は諸外国から高い評価８を受けている。

２．２．家族企業（Familienunternehmen）同族会社
家族企業とは一般に，家族（同族）が企業資産を保有し，同時に経営指揮権

も有している企業を指す概念である。そもそもドイツの家族企業は中小企業に

表１ EU基準によるドイツ中小企業（KMU）比率（２０１２年）

区 分 全企業比
従業員数，かつ，年間売上高またはBS総額＊

従業員数 全従業員比 年間売上高 総売上高比

マイクロ企業 ８９．５％ ９人以下 １４．７％ ２００万€以下 ９．４％

小規模企業 ８．１％ １０人～４９人 １８．７％ ２００万～１，０００万€ １０．７％

中規模企業 １．９％ ５０人～２４９人 ２０．６％ １，０００万€～５，０００万€ １４．１％

KMU ９９．５％ ５４．０％ ３４．１％
＊～２００万€，２００万€～１０００万€，１０００万€～４３００万€（さらに資本関係として大企業の出
資比２５％以下）

出所：EC（２００５）: p.１４.

表２ IfM基準によるドイツの中小企業（KMU）比率（２０１２年）

区 分 全企業比
従業員数，かつ，年間売上高

従業員数 全従業員比 年間売上高 総売上高比

小規模企業 ８７．１％ ９人以下 １３．４％ １００万€以下 ７．４％

中規模企業 １２．５％ １０人～４９９人 ４６．０％ １００万～５，０００万€ ２７．８％

KMU ９９．６％ ５９．４％ ３５．３％

出所：IfM Bonn HP, KMU-Definition des IfM Bonn.

８ Simon, H（１９９６），岩本（２０１５）など。
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おけるEU基準やIfM Bonn基準のような計量的定義がなく，法的根拠９もない。
このような学術的に考察できない用語であるにもかかわらず，家族企業は歴史
的にも様々な支援団体により経済政策や税制改革において大きな存在力を有し
ており，法人税議論のみならず事業承継税制議論においても活発な展開をして
いる。その支援の中心となる組織が家族企業財団（Stiftung Familien-
unternehmen，以下SF）である。SFでは以下の４つの基準１０により家族企業
の概念を説明している。

① １人または複数の家族が議決権と，（または），資本の大部分を所有
② １人または複数の家族が企業に対して決定的な影響を及ぼし，その家族

構成員は企業の中で中心的役割を果たしている，かつ（または），監査
役会または株主総会において決定権と支配権を行使する

③ 特定の価値を有する，もしくは，家族を特徴づける特定の企業文化が支
配的な企業

④ 継続意思，即ち家族内で次の世代に企業を承継する予定がある企業
特に④は事業承継税制の議論において重要な意義を有しているが，③と同様

に学術的に考察できないことから，①と②に基づく家族企業の概念規定が主流
であり，それらはまた，家族支配企業と所有者主導企業に分離して経営形態や
会社法などの定義を用い，これによって経済的な基準から分類考察することが
可能になる。IfM Bonnの家族企業の定義ではこれらを狭義に捉え，以下にま
とめられている１１。

① ２人以下の自然人，またはその家族が企業決定権割合の５０％以上を所
有し

② 彼らが取締役会に属していること
家族企業は所有権と経営権の同時所有が重要な基準となる。ドイツの家族企

業はこのようにファミリー支配という基準が中心にあるものの，確定的な企業

９ 我が国の同族会社は，社会通念上創業者一族の株式保有率が高く，かつ，経
営支配権も有している会社とされるが，法人税法上では同族会社を上位３株主
の比率が５０％超に相当する法人と定めている。

１０ SF（２０１４）: s.１３.
１１ Haunschild, L／Wolter, HJ（２０１０）: s.３.
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規模基準がないことから正確な数字では把握できないが，２０１３年で家族支配企
業は全体の９１％，所有者主導企業は全体の８８％を占めており１２，家族企業全体
では全企業比で９５％，従業者数比で５７．３％，売上高比では４１．５％を占めている。

２．３．ミッテルシュタンド（Mittelstand）中堅企業
ドイツのミッテルシュタンド１３とは，厳密には中小企業や家族企業とは異な

るドイツ経済に特殊・伝統的な用語概念１４とされている。IfM Bonnに拠れば，
一般的な法人規模分類に基づく中小企業という量的定義は必要とせず，所有と
経営の一致するものをドイツでミッテルシュタンドと定義しているが，さらに
経営形態における企業の独立性も指標に加える必要がある。これは所有者主導
企業という狭義の家族企業と同類の側面を持つと解釈されている。またミッテ
ルシュタンドには経営に影響を与えない限りで１５，外部経営者の参加も含むと
理解されている。

これらを敢えて一般化して区分するならば，量的定義のあるEU基準中小企
業，IfM Bonn基準中小企業，量的定義のないIfM Bonn基準ミッテルシュタン
ド，そして家族企業の順に企業の全般的経済規模及び，ドイツ企業定義の範囲
が大きくなると理解することもできよう。IfM Bonnの２００１年の報告書１６では
ミッテルシュタンドを所有者企業と定義して，その存在割合は全企業比で

１２ 例えば２０１２年で上位３位の家族企業であるSchwarz Group，Robert Bosch
GmbH，Metro Group，は従業員数がグループ全体で２５万人以上，売上高は５００
億€以上の規模である。Hauser, HE／Wolter, HJ（２００７）は狭義に捉えても，従
業員１，０００人以上企業に占める家族企業の割合は１７．８％（２００１年）と指摘してい
る。Hauser, HE／Wolter, HJ（２００７）: s.２２.

１３ 政府も用語の多義性は認識しており，IfM Bonnの定義を指針としている。
Vgl. BMWi HP.

１４ IfM Bonnの創設に寄与したエアハルトは，税収統計のような数字的結論だけ
でミッテルシュタンドの重要性を理解することはできないと述べている。Vgl.
IfM Bonn HP., Erhard, L（１９５７）: s.１４５.

１５ Kayser／Schwarting（１９８１）, zitiert aus Hauser, HE／Wolter, HJ（２００７）: s. ５.
よって外部経営者のみの企業は含まれない。

１６ Wolter, HJ／Hauser, HE（２００１）: s.７１.
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９４．８％（１９９８年）と試算しており，母数は少ないものの株式会社形態において
も２８．３％をミッテルシュタンドとしている。また近年の研究１７では小企業化と
大企業化の２極分化が進んでおり，企業体質の変化や企業家の多様性などから
構造改革期にあり従来の定義では大まかすぎると分析する。

２０１２年でミッテルシュタンドは全企業比で９９．６％，従業者数比で５９．４％，売
上高比では３５．３％を占めていると算定されるが，各年の企業登録件数とIfM
Bonnによる集計には若干の誤差がある１８。

以上考察したように，ドイツの企業は極めて複雑な形態と性質を持ち，大企
業を除いた中小企業，家族企業，ミッテルシュタンドの存在は，それぞれの３
面が重複した概念を持ち，一義的にまとめることはできない。にもかかわらず，
実体経済においてドイツ企業の経営活動に見られる独自性や，その経済活動の
成果としての成長力・競争力に対する実証分析にはドイツのみならず諸外国で
も多くの先行研究がある。従って事業承継税制を議論する場合は，ドイツに特
殊な企業概念を配慮した経済政策や労働問題を論ずる必要があるものの，以下
では政策税制の議論に即し，雇用確保に対する企業相続税優遇措置の財政効果
に限定して議論を進めていく。

３．相続税の違憲判決

３．１．１９９５年判決と相続税改正（事業承継への評価による優遇）
資産課税，即ち財産税・相続税・不動産税の課税標準に対して，連邦政府が

統一して評価を行うことを定めた統一評価法は，原則定期的な資産再評価を必
要としていたにもかかわらず，土地に関して１９６４年統一評価後の法定再評価は
一度も行われず，その結果評価額格差が他の財産評価との不平等を生み出した
ことにより憲法違反と判決１９されたものである。財産税違憲判決に対してはそ
の後の改正を行わず廃止（徴税停止）とされて今日に至っているが，相続税に
おいては１９７４年相続税を新たに抜本改正して（以下１９９７年相続税）統一評価に

１７ Welter, F／May-Strobl, E／Wolter, HJ／Günterberg, B（２０１４）: s. VI.
１８ その差異は消費税納税義務企業数や社会保障義務者数によるものと推測さ

れる。
１９ BVerfG（１９９５）:２BvR５５２／９１, BStBl.１９９５II s.６７１.
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依拠した課税を止め，代わりに１９９６年より新しい課税評価基準としての土地所
有価格に基づく相続税課税標準２０を定めた。これは相続発生時（または不動産
取得時）に個別に評価（必要時評価）することから，当初は１９９６年時点の標準
地価を税額算定の根拠として，裁判所の要請する課税標準評価における適正な
価格（通常価格）とみなされた。

相続税における土地評価方式の統一評価価格から必要評価方式による土地所
有価格への変更は，他の相続財産に適用される時価評価（取引価格または市場
価格）に表面上は合わせたことになるが，実際には相続時点での土地財産（必
要時評価），事業資産（税務BS価格，または部分価格），株式（取引・市場価
格または見込価格・シュトットガルト方式）に基づいており，課税評価額それ
ぞれにおいて通常価格に近似させているとは言い難く，全相続資産の市場価格
評価，即ち通常価格による評価の統一（公平性）は達成されていなかった。

特に，事業資産に対する相続税負担軽減の議論は，事業承継優遇による雇用
確保や企業価値の存続，競争力維持などを政策目標として様々に指摘２１される
ようになっていた。事業財産評価において税務BS価格を導入したことは事業
後継者にとって課税標準が低くなり，政策的意図を含んだ評価であった。

３．２．２００６年判決と相続税改正（事業承継への特別措置による免除）
１９９７年相続税は土地財産・事業財産評価に対する取引価格統一による合理化

を意図２２したものであったが，相続税課税標準としての必要時評価基準に基づ
く土地所有価格は，結果的に他の資産評価との間に客観性に問題２３が残り，現
実的に正しい価格関係を表しているとは言えなかったため，２００６年１１月に連邦

２０ １９９６年より遡及して適用することとし，また不動産取得税も１９９７年より適用。
Vgl, §１３８BewG.

２１ 野田（２０００）: p.１８５以下。
２２ 但し，莫大なコストがかかっていた統一評価の適用を相続税算定において止

めたことにより，徴収コストは削減され，またその後相続税収も増大している
ため，財政的には効果があった改革といえよう。他方でSeerは，実際の死亡報
告から個別徴収まで複数の税務署によるカスケード的な行政煩雑性の存在に
よって必要時評価手法の簡素化を疑問視している。Vgl. Seer（２０１３）: s.７６８.
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憲法裁判所は再び１９９７年相続税を違憲と判断２４した。その理由は，端的に言っ
て特定の政策目標によって評価段階に影響を与えてはならないということであ
る。必要評価方式による資産評価の多様性にもかかわらず，統一した税率の適
用は，特に土地評価において不平等と指摘２５されたのである。具体的には，事
業承継において優遇する場合，政策目標や基準の明瞭な免除措置を個別に講ず
ることはできるという租税特別措置による対応を求めた。

シュレーダー政権時の労働改革は政府当初改革案で事業後継者の税制優遇対
策も重要課題となり，当初事業財産承継後１０年間の段階的税率軽減，軽減対象
財産の上限を１億€迄，控除額は２２５，０００€とするなどが盛り込まれていた２６。
しかしながら２００６年の判決により方向修正を余儀なくされた結果，２００８年に相
続税抜本改革を行い，２００９年より現行の相続税制が施行された（以下２００９年相
続税）。

いわば２度目の司直叱責を受けた相続税は，恣意的な評価の余地が残ってい
た必要評価方式を改正２７し，裁判所の求めた「現実に正しい価格関係」の要請
通り，最終的には時価評価を意味する取引価格を通常価格としてすべての相続
資産評価に取り入れた２８。同時に，事業財産の相続に際しては評価時ではなく，
課税時における大幅な特別免除措置を設定したことによって事業承継税制の財
政政策支援意図，すなわち優遇の目標正確性と基準明瞭性を明確にさせた。
２００８年改正の中心は課税対象事業資産の８５％減額（一部１００％）評価，賃金総
額規定に基づく５年or７年の非課税措置にあり，さらに１５０，０００€の控除額も

２３ Maiterth, R／Sureth, Cは課税価格と取引価格との格差を事業資産で１：１．８５７２
（税務BS価格），株式で１：１．４４９３（シュトットガルト方式），土地財産で１：
１．４２８６（売買事例集）と算出している。Vgl. Maiterth, R／Sureth, C（２００７）: s.５７.
なおシュトットガルト方式はMueller, J（２００６）のモデルを用いている。

２４ BVerfG（２００６）:１BvL１０／０２, BStBl２００７II s.１９２.
２５ Horschitz, H et al（２０１４）: s.１８２ff.
２６ BT-Drucks（２００５）:１５／５５５５, s.６.
２７ 評価法改正により不動産税（統一評価）・不動産取得税（必要評価）にも大き

な影響を与えた。
２８ 実際には正しい価格が存在しないため取引価格に近い近似価格となる。Vgl.

Seer, R（２０１５b）: s.８３６.
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設定した。このような事業資産相続時の広範囲に及ぶ特別措置は，事実上の相
続税廃止とまで指摘され，その後多くの租税回避操作，即ち個人資産から企業
資産への移転を引き起こした。

３．３．２０１４年判決（事業承継税制の縮小）
連邦憲法裁判所は２０１４年１２月に３度目の違憲判決２９を下し，改正の期限を

２０１６年６月末迄３０とした。その理由は，２００９年相続税において導入された事業
資産に対する特別措置３１が平等原則に反すると指摘したからである。裁判所は
相続税において家族企業と雇用確保のために特別措置を講ずること自体は適法
であると認めており，企業資産の租税回避操作に対する個人資産との不公平性
という課税の穴を閉じて，課税当局による税の優遇措置が十分な基準の明瞭性
を持ち，目標に正確に該当する３２ことを再び求めたのである。この判決は中小
企業経営者をはじめ多くの注目を集めた。税法研究上で極めて重要と思われる
この目標正確性と基準明瞭性の要請は，結果的に２００９年相続税においても達成
されていないと判断されたことになる。従って課税当局は相続税廃止が現実的
でない以上，期限までに租税回避を防ぐ新たな公平なる財政基準の設定（特別
措置の見直し）と，政策効果の検証（優遇による雇用確保の実証）が経済的に
要求されたことになる。次章では判決で求められた２００９年相続税における事業
承継問題を個別に取り上げながら，問題点と改正点を検討する。

２９ BVerfG（２０１４）: １ BvL ２１／１２, BStBl. ２０１５, s. ５０. なお少数意見として相続税の
社会国家における機会均等としての再分配機能を述べており，近年の資産格差
拡大による富の集中に懸念も表している。auch Vgl. Schiffer, KJ（２０１５）: s.９.

３０ 但し，判決日以降の極端な租税回避操作が認められる場合は，今後予定され
る改正法において遡及適用可能とされている。しかしながら政府の改正法案は，
２０１６年７月に連邦参議院が否決し，両院協議会が召集されたことによって，結
論は２０１６年の秋以降に延期されている。

３１ 違憲とされたのは，経済成長促進法（２００９年１２月２２日）に基づく事業資産，
農林事業，資本会社の株式に対する優遇規定（§１３a ErbStG），相続税改正法
（２００８年１２月２４日）に基づく優遇財産規定（§１３b ErbStG），及びこれらに係る
税率規定（§１９ErbStG）である。

３２ BVerfG（２０１４）:１BvL２１／１２, Rz.１６７.
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４．事業承継税制の問題点

事業承継税制は１９９３年の事業資産に対する課税評価の変更（簿価の導入）か
ら始まった３３。その後１９９４年には評価割引２５％と控除額５０万DMを設定し，
１９９５年違憲判決を受けて１９９７年税制改正において新たに§１３a条を追加して評
価割引を４０％に引き上げ（１９９６年より遡及適用），承継者に対する税クラスの
優遇も認め，農林事業財産にも優遇を拡大した。事業資産は個人資産とは異な
り社会性を有しているから承継において優遇すべしという理由３４からであった。
この背景には，１９７４年相続税改正以降経済成長に伴うインフレ調整が行われず
課税標準の評価に歪みが生じていたことも指摘できるが，それに加えて，富裕
層に対する代理相続税として導入された相続補充税３５も家族財団に際する特定
財産への擬制的な相続課税として再分配の視点で議論されていた。しかし２００４
年には財政的理由により控除や評価割引が引き下げられている。経済財政的な
理由で評価額や税額が短期間で変更されることは司法上で懸念が持たれ，資産
評価に対してはその後，首尾一貫した時価基準即ち通常価格に均衡させること
が２度目の判決に繋がっていると言えよう。

第３章で検討したように２０００年代前半の労働改革や緊縮財政政策の影響は
２００６年相続税判決においても重要であるが，本稿ではこの時期の事業承継拡大
要因分析は省略し，その後の具体的な優遇措置の分析を試みたい。従って本章
では２０１４年判決の指摘に基づく現行相続税制の事業承継に係る問題点を個別に
考察し，第５章ではIfM Bonnの文献や，連邦統計局の相続・贈与税収統計，
企業の開・廃業届統計などにより分析していく。

４．１．賃金総額規定
事業承継税制の優遇を受けるには，承継後も事業を継続するだけでなく，雇

用を維持確保するために人件費，即ち従業員に対する支払賃金額を一定水準に

３３ 但し，立地確保法に基づく評価法の変更（§１０９ BewG）が中心であった。野
田（２０００）: p.１８０.

３４ Brüggemann, G／Stirnberg, M（２０１２）: s.７３７.
３５ Vgl. §１Abs.１Nr.４ErbStG.
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保つことが求められる。通常の優遇では５年継続を前提に事業財産評価額が
８５％減額されるが，同時に承継後の当初賃金額は承継直前賃金比で８０％を下回
らないこと，即ち最低賃金の総額を５年総額割合で４００％以下とし，また後述
する管理資産割合は５０％以下であることが条件３６となる。なお，従業員２０名以
下の企業にはこの賃金総額規定は適用されず，保有期間として５年以上継続だ
けが優遇要件である。２０１４年判決ではこの従業員２０名以下の優遇要件を違憲と
判断した。その理由は，２０名に設定した根拠が不明であり，ドイツでは全企業
の９０％以上３７がこれに該当するため，特例規定としては不適切であるとみなし
たからである。経済全体ではこの賃金総額規定に該当する全従業員の割合が
８０％３８であっても，企業段階での目的合理性を求めたのである。さらに全企業
数の９割を占める小企業を一律に免除することによる行政簡素目的３９も否定し，
裁判所はむしろ逆効果の具体例として，従業員を２０人以下に分割して税負担を
回避する行為を判決文４０でも取り上げている。

第２章で考察したように，ドイツの中小企業は概念と範囲が大きいが故に詳
細な経済分析が難しい。しかしながら２０人以下の一律優遇規定は，さらに後述
する租税回避操作をも引き起こしたことから，その後の政府草案では一律優遇
規定を改め，より少人数の３段階に分けて最低賃金総額も引き下げ，承継事業
資産額の上限も設定した（第５章参照）。

裁判所は事業承継税制のコンセプトを全企業段階における平等性に求めてい
るが，その政策目標である賃金水準の維持及び雇用存続の達成にとっては，マ
クロ的な経済指標すなわち全従業員比や総売上高のような総生産全体を経済学
的に考察することも重要であろう。

３６ 事業資産１００％免除という完全優遇の場合は，継続期間７年，賃金総額は
７００％，管理資産割合１０％以下が要件となる。

３７ 正確にはBFH２０１２年判決に基づき，２０１１年連邦統計により９人以下の占める
割合が９１．４％（２００８年時点）であったと述べている。

３８ BVerfG（２０１４）:１BvL２１／１２, Rz.２２０.
３９ BVerfG（２０１４）:１BvL２１／１２, Rz.２２４.
４０ BVerfG（２０１４）:１BvL２１／１２, Rz.５３.
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４．２．現金会社（Cash GmbH）
個人資産を譲渡目的で新規設立した現金会社に移転させ事業財産と偽装して

相続税を回避する操作は，２００９年相続税における税の抜け穴と批判され，年間
約１億€の税収不足４１をもたらしていた。そもそも小規模事業者や個人事業者
は個人資産と事業資産の区別が曖昧であり，このような個人資産相続時の税回
避行動は以前より認識されていたが，２００９年相続税において事業資産の大幅な
優遇が始まったことにより定義が多様に解釈され，とりわけ後述する管理資産
概念の不明確さも誘因となり，税務当局にとって想定外の税回避操作（特別手
当）を許容してしまった。

現金会社とは流動性の高い金銭債権（現金，普通預金，貯蓄預金，定期預金，
売掛金，関連企業債権）で専ら構成される有限会社や人的会社を指し，これら
への現金預金の出資は無制限に事業資産とみなされることから，結果的に個人
資産を現金会社に移転させて承継時に優遇を受けることができたのである。こ
のような回避操作を引き起こした原因は，事業資産内部の類型に問題があった
と言えよう。２０１３年の税制改革に先立ち連邦財政裁判所（BFH）は，現金会
社の実態はほとんどが２０人以下の企業であり，それらの承継は賃金総額規定外
で雇用維持に結びついていないと指摘４２し，それを受けた２０１３年の税法改正に
より管理資産の範囲を拡大４３し，このような操作は除外されることになったが４４，
この点において２００９年相続税の不平等を象徴する事業承継税制であったといえ
よう。

４．３．管理資産（administrative assets）
管理資産とは端的には本業外特定資産のことであり，現行税法は第三者に供

４１ BR-Drucks（２０１３）:１３９／１３, s.９１.
４２ BFH（２０１２）: Entscheidung vom ２７. ９. ２０１２, II R ９／１１, Rz. １１７, ２０１４年判決も

この判決を支持している。
４３ §１３b Abs.２Satz.２. Nr.４a ErbStG
４４ AmtshilfeRLUmsG, BGBl. I ２０１３, s. １８４２. 但しその後も大きな資本には回避操

作の可能性が残ることからむしろ不平等を強めたとする意見もある。Vgl. Visk-
orf, S／Haag, M（２０１４）: s.２１.
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する不動産，出資比率２５％以下の株式，管理資産割合が５０％以上の人的・資本
会社への出資分，有価証券その他の債権，芸術骨董品など本業目的ではないも
の，そして現金会社設立を防ぐために２０１３年に新たに追加された，通常価格に
よる債務控除後の金銭債権残高が決算時の企業価値に比して２０％以上のもの，
と記している４５。このように列記された管理資産を裁判所は承継による賃金水
準の維持や雇用創出に結びつかない税法上「有害な資産」４６とみなした。確かに
事業資産には必ずしも当該会社に必要な営業資産のみから構成されているもの
ばかりではなく，資産を外部で運用する資産管理会社による保有形態は我が国
の税回避手法としても見られるところであるが，企業資産と個人資産の公平性
という視点からとらえるならば，直接本業に不要な副業的資産まで承継時に優
遇することは，企業の社会性を配慮してもなお平等原則に反することになろう。

したがって２００９年相続税において導入された管理資産規定に基づき，事業承
継税制の優遇条件はこの管理資産割合を用いて，正当な本業の税負担のみを承
継時に大幅に免除することで，政策目的を達成しようとした４７のである。しか
し，２０１４年判決ではこの「有害な管理資産」認定を回避する操作としていわゆ
るカスケード効果４８を指摘している。カスケード効果とは，企業全体の管理資
産比率が高い場合，子会社や孫会社に管理資産を分散させ，意図的（もしくは
結果的）に上位企業の管理資産比率を承継優遇条件に適うよう資産を分散する
手法である。〈図１〉参照。

このような回避操作を生み出した要因として第一に，多くの文献で指摘され
ている批判４９すなわち５０％基準がある。そもそも管理資産比率を５割限度にす

４５ この条文は一般に管理資産カタログと称されている。Vgl. §１３b Abs２. Satz２
Nr.１～５ErbStG.

４６ 「…（略）…銀行預金や定期預金は有害な管理資産である。そういった解釈は
条文文言からも意義目的からも，体系的関連や立法過程と相容れないものであ
る」BVerfG（２０１４）:１BvL２１／１２, Rz.６２.

４７ Hannes et al（２００９）は２００９年相続税法条文（§１３b Abs.３Satz.２）自体に，２００６
年企業後継者軽減法草案の残滓を指摘しており，それだけ管理資産の概念に立
法も混用が見られていることが伺えよう。Vgl. Hannes et al（２００９）: s.２０２９.

４８ BVerfG（２０１４）:１BvL２１／１２, Rz.２６８.
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る根拠や影響に対する説明が不十分であり，単純な線引きは逆に「全か無か」
という顕著な回避を引き起こしたことである。企業間の資産保有関係を無視し
た個々の企業段階での簡素な優遇可否判定は，むしろ健全な企業資産状況を把
握する基準として不適格であったと言えよう。本業経営に必要な資産規模の認
定は，関連会社や親子会社などの企業規模や資産の持ち合い状況も配慮すべき
であり，一律な個別決定よりも資産の中身から優遇の是非を問うべきである。

第二に，２００９年相続税法の条文には有価証券その他類似の債権５０と記してあ
るものの，これが狭義に解釈され，企業が保有する現金や普通預金などの金銭
債権は管理資産のカタログに含まれないとみなされていたことが挙げられる。
それが現金会社のような回避操作を引き起こしてしまった。

図１ カスケード効果事例
出所：Escher, J（２００９）: s.１０.

４９ Crezelius, G（２０１５）は，５割未満の非生産的管理資産がこの基準により優遇
されたことに法的正当化は見られず，裁判所は過剰優遇と見たのだろうと指摘
していた。Vgl. Crezelius, G（２０１５）: ppt Nr.８.

５０ Vgl. §１３b Abs２. Satz２Nr.４ErbStG
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現金会社の問題は個人事業や小規模企業の回避操作としてその対応が求めら
れてきたが，カスケード効果による回避操作は規模の大きな企業において該当
する。２０１３年の改正により，金銭債権も有価証券と同様に管理資産に含まれる
こととなったが，同時に２０％の控除額も設定しており金融資産の公平性に問題
が残る。さらにこの規定は金融機関及び保険会社だけでなく，所得税法上資金
調達（融資）を主目的に業務としている企業５１の資産も適用除外としている。
確かにこのような例えばコンツェルン型企業における親子会社間の出資は経営
上不可欠なものもあり，それらをすべて管理資産とみなして承継時に優遇しな
いことは実務においても問題となるところであろう。

むしろ逆にStalleiken（２０１３）５２は，金融機関であってもその資産の適性を問
うことなく主目的とみなすことについてその程度（主目的の範囲基準設定）に
疑問を呈しており，不動産評価における時価評価（通常価格）という目標基準
設定と同様に，親子会社間の資金調達と債務超過の基準は期待値でしかないと
指摘する。このことは，企業内の本業と副業の資産配分の区分や，不動産の絶
対評価と相対評価に議論されるような課税標準の設定リスクが政策目標に依存
しているところから生じているといえよう。

さらに，管理資産を本業外資産とみなす場合，５０％基準という管理資産割合
ばかりではなく，副業との経営関連性，すなわち優遇適用の際は管理資産も含
まれているという問題や，個人資産との関連性も考慮する必要性がある。また，
取得期間を５年以上長期の保有に制限して２年未満の管理資産を優遇から除外
していることも議論５３しなければならないだろう。

４．４．必要度審査
いずれにせよこのような事業資産における管理資産概念の不明確性は，２００９

５１ Vgl. §１５EStG, und §１５. AktG.
５２ Stalleiken, J（２０１３）: s.１３８２.
５３ 例えばLayer, B（２０１３）は，既存資産売却金など転用の場合の保有期間設定を

取り上げ，さらに，そもそも親会社が２０人以下の場合にも賃金総額規定を適用
可能かという点や，自己資本の多い企業は管理資産割合も高い点などからこの
改正の問題点を指摘している。Vgl. Layer, B（２０１３）: s.１５８.
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年相続税の制度的欠陥であり，裁判所は敢えて処方策として必要度審査という
いわゆるニーズテストの導入５４を提唱している。審査の内容はあくまでも課税
当局に委ねているものの，議論すべきはこの審査が大企業に制限している点で
ある。従って第２章で考察した中小企業との明瞭な線引きが不可避となり，裁
判所はEU基準と２００５年の企業承継確保法草案５５で提示された１億€基準を参照
している。必要度とは企業資産の承継時に当該資産が政策目的に適う優遇に該
当するか否かであり，税負担は大企業においても流動性や買収といった存続の
リスクとなりうるという判断が背景にある。ただ，相続税が負担能力の増大と
いう当局の課税根拠に基づくならば，承継時の移転資産だけでなく承継者の贈
与済資産や既存保有資産まで必要度を審査することになりそれもまた税法上問
題５６であると裁判所は指摘しており，このような大企業に対する必要度審査の
導入についてPauri（２０１５）５７は，収益力の弱い資本集約型企業が大企業に分類
されてしまうデメリットがあると主張し，Kirchdörfer／Layer（２０１５）５８は，裁
判所が示唆するEU基準の導入はEU他国とドイツの大企業との目的が異なるた
め不適格であるとする。

５．現行事業承継税制の財政分析

前章では主に２００９年相続税に対する違憲判決に基づいた現行税制の問題点を
指摘した。本章では，連邦財務省の改正案，及び，企業統計や税務統計などの
公表データを用いて，税収問題，控除額問題，事業承継と企業開廃業の相関な
ど事業承継税制を財政経済的に実証していきたい。この実証分析では第２章で
明らかにした家族企業の実態も含めているため，企業規模だけでなく承継規模
も統一的な議論として重要と考えるからである。

５４ 「必要度審査を考慮せずに中小企業の範囲を超える優遇である限り，事業資産
無償取得の特典は極端である」BVerfG（２０１４）: １ BvL ２１／１２, Leitsätze ４b, auch
Rz.１７４.

５５ BT-Drucks（２００５）:１５／５５５５, s.１２.
５６ BVerfG（２０１４）:１BvL２１／１２, Rz.１５３, Rz.１７５.
５７ Pauri, R（２０１５）: s.６.
５８ Kirchdörfer, R／Layer, B（２０１５）: s.４５６.
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まず，Bach（２０１５a）５９に拠れば２００９年から２０１３年迄の間に２，７８０億€が移転
し，相続・贈与税特別措置（§１３a）による企業資産の免除額は１，０５０億€（内
約８６％が贈与）と計算している。また相続・贈与税統計を見ると，２０１３年に約
７０４億€の資産相続額６０があり，約１５０億€の基礎控除（§１６）及びその他控除
額３１４億€を除いた課税対象総額は約２８８億€となり，実際の相続・贈与税額は
４７億€であった。

２０１４年違憲判決後，連邦財務省は最初に簡素な修正案を２０１５年２月に要点案
として公表６１し，Schäuble財務相は税の介入は最小限度に留めた点を主張した。
しかし当初の修正案では，優遇割引規定の厳格化や個人資産も審査対象に含め
るなど，特に規模の大きな企業にとっては受け入れられない内容であった。そ
のため家族企業財団や商工会議所などの批判も多く６２，６月には参考草案６３を改
めて公表し，それを若干修正した政府草案６４を７月に作成し閣議決定を経た。
〈表３〉はそれらを簡潔にまとめたものである。政府案改革の中心は管理資

産概念の厳格化，賃金総額規定適用従業員数の縮小（小規模企業対策），必要
度審査該当額の設定（KMU対策），オプションとしての優遇割引率逓減モデル
の導入（大企業対策）に分類でき，現金会社やカスケード効果の除去に十分貢
献できることをアピールした。Heinemann et al（２０１５）は，要点案と参考草
案を同条件の相続モデルにより国際比較した結果，両案ともあまりにも負担が
大きく結果的に経済立地（競争力）を悪化すると指摘６５する。

事業承継税制の主目標である企業（雇用）の安定動向を実証するため，本論

５９ Bach, S（２０１５a）: s.１１４.
６０ 無制限納税義務者。Vgl. SB（２０１４）: s.１７.
６１ BMF（２０１５a）: Eckwerte.
６２ Vgl. Fabio, D（２０１５）: s.２９., IDW（２０１５）: s.４., Englisch, J（２０１５）: s.６４０.
６３ BMF（２０１５b）: Referentenentwurf vom０２.０６.２０１５.
６４ BMF（２０１５c）: Pressemitteilungen vom０８.０７.２０１５.
６５ Heinmann, F／Spengel, C／Bräutigam, R／Ever, MT（２０１５）: s. ２０. 但し，彼らの

比較計算の根拠に通常価格評価及び相対的に高い税率が設定されており，現状
でも既に１８か国中１７位（配偶者相続の場合）にある点は，事業承継税制による
特別措置以外の問題が残されているとも言えよう。
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では§１５ GewOに基づき１９９６年より集計公表されている営業届統計６６を用いた。
営業届は事業の開始および終了を地域の事業担当部署（営業局）への登録する
義務のあるもので，これによりドイツ全体の起業（開業）・清算（廃止）・移動

表３ ２００９年事業承継税制の改正案（２０１５年１０月時点）
現 行 要 点 案 参 考 草 案 政 府 草 案

・優遇資産条件
管理資産比５０％限

（金額限度無）
・優遇割引率

８５％（１００％）
・保有期間

５年（７年）
・基礎控除額

１５万€
・賃総額規定

２０人以下規定無
２１人以上
４００％（７００％）

（詳細は略）

管理資産概念変更
（優遇資産は主従事す

る全経済財価格の
５０％限，主目的事業
比が５０％以下や資産
管理事業は除外）

・賃総額規定
企業価値１００万€限無

（従業人数規定無）
・優遇資産限度

２，０００万€以下
・優遇資産限度超

必要度審査
（個人資産MAX５０％）

以上

管理資産概念変更（同左）
・優遇資産条件
（主事業用かつ５０％限，本業外事

業資産分離，金融資産は優遇資
産審査（債務控除後２０％迄））

・保有期間，基礎控除額（変更無）

・賃総額規定
（審査該当額導入）

優遇資産２，０００万€以下
（特別規定４，０００万€限）

１～３人（賃総額規定無）
４～１０人賃総額２５０％（５００％）
１１人以上賃総額４００％（７００％）
優遇資産２，０００万€以上

（特別規定４，０００万€超）
必要度審査（同左）

または
優遇割引率逓減モデル
１５０万€毎に割引率１％逓減

（保有５年）
８５％→２５％（１．１億€超）

（保有７年）
１００％→４０％（１．１億€超）

改正による追加コスト
２０１６：１，０００万€，２０１７：９，０００万
€，２０１８：１．４億€，２０１９：１．７億
€，２０２０：２億€

管理資産概念変更（同左）
・優遇資産条件（同左）
・保有期間，基礎控除額（変更無）
・賃総額規定（同左）
Ⅰ従業員１５人以下 かつ

優遇資産２，６００万€限
（特別規定５，２００万€限）

１～３人（賃総額規定無）
４～１０人（賃総額２５０％（５００％））
１１～１５人（賃総額３００％（５６５％））

Ⅱ従業員１６人以上 かつ
優遇資産２，６００万€限

（特別規定５，２００万€限）
賃総額４００％（７００％）

Ⅲ優遇資産２，６００万€以上
（特別規定５，２００万€超）

必要度審査（同左）
（保有７年）

４～１０人（賃総額５００％）
１１～１５人（賃総額５６５％）

または
優遇割引率逓減モデル（同左）

（保有５年）
８５％→２０％（１．１６億€／１．４２億€超）
１～３人（賃総額規定無）
４～１０人（賃総額２５０％）
１１～１５人（賃総額３００％）

（保有７年）
１００％→３５％（１．１６億€／１．４２億€超）
１～３人（賃総額規定無）
４～１０人（賃総額５００％）
１１～１５人（賃総額５６５％）

改正による追加コスト
２０１６：１，０００万€，２０１７：８，５００万€，
２０１８：１．４５億€，２０１９：１．７５億€，
２０２０：２億€

出所：BMF（２０１５a），BMF（２０１５b），BMF（２０１５c）より作成

６６ SB, Fachserie ２ Reihe ５“Unternehmen und Arbeitsstätten”Gewerbean-
zeigen, ２００３年～２０１４年より集計した。但し農林業及び自由業は除く。Vgl. Cle-
mens, R／Kayer, G（２００１）: s.３８.
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（転入転出）の各情報６７を知ることができる。〈表４〉参照。本章ではこの中か
ら企業の（代表者）変更届集計ととらえた事業承継データのみを抽出分析６８した。
〈図２〉は営業届の中で有限会社形態の推移を抽出し，届総数と事業承継中

の相続関連とを集計比較したものである。事業承継を議論する場合は，個人会
社のような一個人の影響力が強い一代的開廃を除くと，ドイツでは伝統的にも
有限会社形態が会社の世代交代の対象として最も一般的であり，このことから，
営業届においても事業承継の開廃業が別枠で抽出されていると考えられるから
である。もちろん，家族会社であるか否かも重要であるが，第２章で指摘した
ように統計で分析することはできない。〈図２〉から，総届数では２００９年より
増加傾向にあることがうかがえるが，事業承継届限定で見ると２０１１年以降は増
加していない。従って２００９年相続税が有限会社の開廃業に関して決定的であっ
たとは言い難い。その原因としては，このデータが相続件数に基づくものであ
り，現金会社に見られる回避操作は，むしろ生前贈与によるものが多いと推察
されるからである。すなわち，営業届である以上当然に贈与による交代数も含
むであろうが，いずれにせよ件数の推移だけでは財政分析として結論を導くに
は不十分である。

そこで次に，２００７年より毎年集計公表されている相続税統計６９から贈与税の

６７ ドイツでは企業の起業・清算に関する公表データは営業届統計のみであり，し
かしながらその定義が連邦統計局（Mikrozensus），IfM Bonn（Gründungsstatis-
tik），KfW（Gründungsmonitor），ZEW（MUP: Mannheimer Unternehmenspanel）
などで統一しておらず数値は異なる。一例として，２０１４年の全企業登録件数は約
３６６万社であるが，MUPではコンツェルン企業を統合算出しているため経済活動
単位企業は約２７０万社である。Vgl. SF（２０１４）: S.４., Günterberg, B（２０１２）: s.１ff.

６８ 所有者・経営者の死亡を起因とする企業の開廃業や変更は，直接的な事業承
継のみならず，倒産，新規創設，合併，分割など多様な存続形態への影響も想
定されるが，考察の対象が広くなり論点が絞れなくなるため，営業届より事業
承継に係る部分のみを取り上げているのである。なお，営業届は経営者死亡時
事業継承のみが含まれているのではなく，当然ながら世代交代に基づく旧新事
業承継（役員変更）も含まれると考えるのが妥当であろう。

６９ SB, Finanzen und Steuern“Erbschaft- und Schenkungsteuer”２００７年～２０１４
年より集計した。
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表４ ２０１４年営業届の集計
２０１４年営業届（開業）

企業形態 開業届総数
新設 既存事業

移転再開 事業承継 開業

総数 総数 総数 法変更 役員変更
（企業家参入） 相続／買収／賃借

個人会社 ５６９，６９９ ４７８，９１３ ５９，０６２ ３１，７２４ ３，６０８ ＊＊＊ ２８，１１６

合名会社 １，９３２ １，０７１ １４０ ７２１ ３４２ ２１９ １６０

合資会社 １，８０２ １，０８４ ２０６ ５１２ ２７６ １３３ １０３

有限合資会社 １５，６６２ １０，６４８ ２，２１５ ２，７９９ １，５９９ ５６４ ６３６

民法上組合 ３６，７５１ ２５，５１６ ２，３０９ ８，９２６ １，５８２ ６，０９２ １，２５２

株式会社 ２，３２０ １，８７３ ２６７ １８０ １２８ ＊＊＊ ５２

有限会社 ８９，３１３ ６６，６９７ １５，３９８ ７，２１８ ３，６３４ ＊＊＊ ３，５８４

PCLS １，２６１ ９９４ ２１８ ４９ ２２ ＊＊＊ ２７

協同組合 ３５４ ３０１ ２２ ３１ ９ ＊＊＊ ２２

登録協会 ８９５ ７５８ ２５ １１２ ８ ＊＊＊ １０４

その他 ２，２９６ １，８０５ ２１８ ２７３ １６６ ４１ ６６

計 ７２２，２８５ ５８９，６６０ ８０，０８０ ５２，５４５ １１，３７４ ７，０４９ ３４，１２２

２０１４年営業届（廃業）

企業形態 廃業届総数
廃止 既存事業

移転退出 事業承継 廃業

総数 総数 総数 法変更 役員変更
（企業家退出） 相続／売却／賃貸

個人会社 ５６２，４３９ ４７４，５４７ ５８，５７８ ２９，３１４ ７，０５３ ＊＊＊ ２２，２６１

合名会社 ２，４４２ １，３１７ １７１ ９５４ ３９２ ４５３ １０９

合資会社 １，８７４ １，１０５ ２０１ ５６８ ２８４ ２００ ８４

有限合資会社 １１，７１３ ７，８８７ ２，１１８ １，７０８ ５２０ ５７９ ６０９

民法上組合 ３９，５８７ ２２，４３７ ２，３５９ １４，７９１ ２，４６２ １１，５１７ ８１２

株式会社 ２，５８６ １，９３３ ２８０ ３７３ ２９６ ＊＊＊ ７７

有限会社 ６８，１９６ ４８，７２０ １５，２８２ ４，１９４ １，５５８ ＊＊＊ ２，６３６

PCLS １，６３４ １，３５２ ２１１ ７１ ４４ ＊＊＊ ２７

協同組合 ３６８ ３２１ １９ ２８ １１ ＊＊＊ １７

登録協会 ５８５ ４７０ ２７ ８８ １３ ＊＊＊ ７５

その他 ２，０６１ １，６１３ １９６ ２５２ １３４ ４９ ６９

計 ６９３，４８５ ５６１，７０２ ７９，４４２ ５２，３４１ １２，７６７ １２，７９８ ２６，７７６

出所：SB（２０１５）: s.１４, und s.１８.
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動向を見てみたい。〈図３〉〈図４〉は年間課税贈与総額７０の内訳比率及び金額
（絶対額）を経年比較したものである。贈与資産全体に占める事業資産の比率
は近年大幅に上昇していることがわかる。２００２年相続税特別統計７１を集計した
マンハイム大学の分析７２では，事業資産比率は２６．５％であったことからも事業
資産の贈与に占める役割が大きく変化したと言えるであろう。さらに絶対額の
推移を見ても事業資産の贈与額は２０１１年より急増しており，同時に資本会社へ

７０ BT-Drucks（２０１４）:１８／１５１６,２０１４, Anlage４, s.３０.
７１ SB（２００５）: s.１０１ff.
７２ Lehmann, D／Treptow, O（２００６）: S. ９６１. 但し贈与額が増えるにつれて事業資

産の割合は増加している。

図２ GmbH開業・廃業数推移（左：総届数，右：事業承継届数）［単位：万社］
出所：SB, F２R５, Gewerbeanzeigen各年版（１２月版）より作成

図３ 贈与資産４分類 内訳の推移
出所：〈図３〉SB, Erbschaft- und Schenkungsteuer, 各年版より作成
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の出資分（株式）及び銀行預金などを含むその他資産の比率も上昇し，特に株
式の贈与額も顕著な動きを見せている。したがって，このような事業資産や個
人資産の贈与額増大の背景には２００９年相続税による税制優遇が寄与していると
指摘することができよう。

続いて，事業承継による税制優遇規模を見る。２０１０年事例では年間死亡者数
に対する課税件数は約６％であった。相続贈与による遺産の総額は２００９年の約
３７５億€から２０１４年には１，０８９億€へと大幅に増大している。〈図５〉は２００９年
相続税の特別措置（§１３a）による贈与税免除額（非課税部分）を，贈与総額
及び実際の贈与税額と経年比較７３したものである。贈与総額や優遇控除額が
２０１０年より上昇しているばかりでなく，非課税割合も顕著に増加していること
がわかる。つまり，贈与税の総贈与額に占める非課税割合は２００９年の１７．５％か
ら２０１４年の８４．４％まで急上昇したのである。また税務統計では２，０００万€以上
の高額贈与者数も２００９年の１３人（合計１５億€）から２０１４年の４２４人（合計４４９億
€）に伸びている。

図４ 贈与資産４分類 規模の推移［単位：億€］
出所：〈図４〉BT-Drucks（２０１４）： s．３０．より作成

７３ ２００７年及び２００８年は旧法（§１３a）による金額である。
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６．雇用創出について

このように極端な優遇の政策目的が雇用の確保と中小企業の保護に拠るもの
であるならば，最後に雇用やドイツ中小企業の安定動向を見なくてはならない。
政府統計７４で失業率は２００５年をピークに低下しており，２０１１年以降失業者数も
３００万人を下回っている。また，連邦統計を基に整理したIfM Bonnのデータか
ら開業（起業）・解散廃業（清算）・倒産の各件数の推移を見てもすべて減少傾
向にある。家族企業財団に拠れば７５，２００６年から２０１２年に国内雇用は家族企業
上位５００社計で１１％増大し，上場企業２７社計では同時期に７．３％減少したと言う。
〈図６〉は事業承継に係る開廃業件数との割合を比較したものである。ここ

から２００９年相続税が開業と廃業に対して格差をもたらしたと推定することがで
きよう。すなわち事業承継税制優遇における企業の世代交代への影響は，２０１０
年以降の廃業届と開業届の格差の増大により安定的とは言えず，むしろこのよ
うな特別措置の労働市場に与える効果は限定的であったと言えよう。雇用確保
のためにシームレスな事業承継を前提とするならば，開廃業には一定の相関が
見られるはずである。そもそも経営者の高齢化と後継者の確保はドイツにおい

図５ 税額・贈与額に占める非課税額推移 図６ 開廃業に占める事業承継割合推移
出所：〈図５〉〈図６〉SB, Erbschaft- und Schenkungsteuer，各年版，及びIfM Bonnより作成

７４ BA（２０１５）: Eckwerte des Arbeitsmarktes - Jahreszahlen２０１４
７５ SF（２０１４）: s.７２.
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ても極めて重要な課題となっており，Kay／Suprinovic

＾

（２０１３）７６は２０１４年から
５年間で約１３．５万社の企業で承継が予定され，約２００万人の従業員に影響して
くると言う。これは２０１０年からの５年間と比較して６０万人増加しており，事業
承継期待企業増大の主な要因が経営者高齢化にあり，金融危機後の資産価値低
下や企業総数自体の増大も要因ととらえている。このようにドイツの事業承継
税制には，そもそも後継者育成などの移行期間も含めた長期安定的な雇用創出
支援措置を講ずることが求められていると指摘できよう。

さらに，雇用に関して小企業の及ぼす影響は当初より期待できないものがあ
り，逆に２０人以下の賃金総額規定一律免除が課税の公平上で大きな問題（平等
違反）となってしまった。〈図７〉は事業承継に係る開廃業の従業員数別の推
移を見たものである。但し全体比率にして６割前後の規模件数のある個人事業
者は従業員無のため省略した。これを見ても２００９年相続税後の影響は見られず，
承継開業時においては５～９人（全体比平均約６％）の減少率が少なく，承継
廃業時には２～４人の全体比が１９．４％から１５．４％と比較的大きな幅の動きを示
していることがわかる。

賃金総額規定における政府案ではこのような承継時の開廃業企業の従業員数
も配慮する必要があるが，詳細な区別は徴収コストにも影響を及ぼすことも配
慮しなければならないだろう。

図７ 事業承継時の従業員数別の推移（左開業，右廃業）｛単位：１，０００社｝
出所：Günterberg, B（２０１２）: s.９５ff, und IfM Bonn HP.

７６ Kay, R／Suprinovic

＾

, O（２０１３）: s.１８.

駿河台経済論集 第２６巻第１号（２０１６）

８６



また，事業資産評価の問題も議論の余地がある。経済７団体の主張する審査
適用限度額の根拠は，２００５年時（土地は１９９６年標準地価額）との資産評価格差
に基づいた結果である。２回の違憲判決によって相続税評価基準はすべて取引
価格たる通常価格に統一されたことになっているが，特に土地評価にはこのよ
うな時価評価による負担増に対する反対も根強い。Seer（２０１５a）７７は，現行相
続税（事業承継税制）問題の本質が第１段階たる事業資産の評価自体にいまだ
欠陥が残されているところにあり，その誤りを第２段階たる財政上特別措置で
補正することの限界を指摘している。すなわち，２００９年相続税も１９９５年判決の
要請を満たすことなく立法が評価の不均衡を税率操作により調整しようとした
ところに司法による平等違反とみなされたのである。よって相続対象資産の評
価問題も残されており，課税根拠が負担能力の増大に依拠している限り，相
続・受贈資産価値の公平な時価評価基準が求められるべきであろう。

６．おわりに

Kirchdörfer／Layer（２０１５）７８がまとめた８件の改革案一覧によれば，必要度
審査適用額は１億€案が５件，賃金総額規定除外人数は１０人以下案（もしくは
５人以下も含める）が４件であった。政府草案が当初事業承継優遇をまとめて
いた２００５年草案に依拠していることからも，１億€の審査適用額は妥当である
と言えるが，賃金総額規定の人数は簡素化やコストの視点７９などで議論の余地
がある。さらに議論すべきは企業規模と優遇規模の関係である。第２章で考察
したドイツ中小企業の特殊性を，計量的基準で優遇適用可否を定めることに財
政的な公平性と合憲性を吟味しなければならないだろう。２０１４年判決は一方で
マクロ的な企業規模による公平性を要求しているが，他方で中小企業や家族企
業の事業資産承継に対する現行優遇措置を合憲としつつ，大企業であれ，小企

７７ Seer, R（２０１５a）: s１１９., auch Seer, R（２０１５b）: s.８３６.
７８ Kirchdörfer, R／Layer, B（２０１５）: s. ４５４. 経済７団体案は３億€と突出してい

る点及び人数の制限をしていない点が，また家族企業財団案は管理資産再投資
時の税割引を提案している点がそれぞれ特徴的である。

７９ 政府草案では各州が５０万€及び毎年１．６万€のコスト負担と予測している。
BMF（２０１５c）: s.２１.
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業であれ，不必要な優遇を除去することを求めている。経営者や後継者に対す
る商工会議所の各年度のアンケート８０でも相続税負担を懸念する回答が各年で
一定しておらず，近年のドイツ事業承継税制の不安定性が影響していることは
明らかである。

本稿では２０１４年１２月の相続税違憲判決を受けた事業承継税制の問題を考察し，
事業登録統計（営業届）による税の影響分析を試みた。結論として２００９年相続
税制の歪みが，とりわけ贈与税において，明瞭なる租税回避操作をもたらして
しまったことを指摘できるが，他方で，家族財団や経済団体が指摘するような
雇用の維持効果を本稿で商業統計や税務統計から実証することはできなかった。
従ってその後の政策的対応にはより詳細なデータや企業統計に基づく論考が必
要である。さらにBach／Mudrack（２０１５）は，相続税収の連邦税化による財政
調整を提案８１するなど，相続税廃止論や財産税復活論と同様に資産課税の在り
方の問題として，土地評価の問題と併せて議論していく必要がある。

また税制と企業の開廃業との因果関係は強いものがあると想定されるものの，
事業承継税制と雇用との関連性は，本論では営業届及び税収統計のみによる限
定的な成果であり，産業構造の分析や労働市場調査なども複合的に検討する必
要があると考えられることから，今回十分に考察できたとは言い難い。２０１２年
の連邦財務省学術委員会報告書８２では，相続税による企業の存続と雇用に対す
る重大な脅威は過去においても証明されていないと結論付けて，税率引き下げ，
課税ベース拡大，そして猶予規定の改正を予定していた。

世界的にも優れていると評価されるドイツ中小企業の存在理由自体に従業員
の長期的雇用という特質が見られる限り，生産年齢人口減少に伴う後継者不在
による廃業は，雇用にとって明らかなマイナスである。しかし，税の介入によ
る経営体制の変更や合併・売却などによる外部経営者の参入による新陳代謝は，

８０ Vgl. DIHK-Report zur Unternehmensnachfolge.２０１０～２０１４.
８１ Bach, S／Mudrack, T（２０１５）: s.５３９. ff.,ドイツの相続税収はNW州・BY州・BW

州で約６割強を占めており，人口比ではHH州も加わるが，事業承継税制の縮小
により企業の相続税収が増大すればそれだけ人口のみならず企業立地も基準に
含まれることからその税配分には様々なシナリオが必要となろう。

８２ GWBBMF（２０１２）: s.１１, auch in Piltz, DJ（２０１３）: s.２２８ff.
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再分配などの財政分析を除外しても，ドイツ労働市場や経済全体にとって必ず
しもマイナスであるとは言い切れない。そのためには今後，事業承継優遇の本
質論，即ち企業資産保護に対する雇用実態調査や，職業訓練などの公共性・社
会性目的，ドイツ企業の経済特殊性を国際比較により分析することもまた課題
であろう。Seer（１９９９）８３はすでに１９９７年相続税における事業承継の優遇に対し
て，「個々の企業の利潤追求と公共の福祉とは同じ意味ではない」と述べて，
事業資産優遇の違憲性を主張していた。このような事業承継における税免除の
在り方は，改めて遺産税型相続税も議論しなければならないであろう。

ドイツ連邦憲法裁判所が求めていた改正相続税法の期限（２０１６年６月末）を
経過した現８月時点においても，改正相続税は未だ議決されていない状態にあ
る。これによって，いわば７月１日以降の課税空白期間に対する税法上の遡及
適用の可否問題も，今後必ず議論に上ってくるであろう。死亡による遺産承継
はともかく，贈与による遺産移転は人為的に操作できるが故に，税法上の抜け
道もまた多岐に亘ってしまい，財政経済上もまた非効率であろう。

《参考文献》

・岩本晃一（２０１５）：「「独り勝ち」のドイツから日本の「地方・中小企業」への示唆」
独立行政法人経済産業研究所，RIETI PDPS１５-P-００２．

・財団法人全国法人会総連合（２００７）：「わが国と諸外国における事業承継税制の制
度比較」

・新日本有限責任監査法人（２０１３）：「諸外国の創業支援及び事業承継に係る税制等
の実態調査事業報告書」

・田中信世（２０１３）：「ドイツの中小企業」季刊国際貿易と投資，Autumn２０１３／№９３．
・野田裕康（２０００）：「ドイツ相続税の諸問題」国際政経論集，第８号，二松学舎大学
・野田裕康（２０１５）：「ドイツ資産課税の近年の動向について」駿河台経済論集，第２４

巻第２号
・BA（２０１５）: Eckwerte des Arbeitsmarktes Jahreszahlen２０１４. Statistik der Bunde-

sagentur für Arbeit.
・Bach, S（２０１５a）: Erbschaftsteuer: Firmenprivilegien begrenzen, Steuerbelastun-

８３ Seer, R（１９９９）: s.２１１.

ドイツ相続税における事業承継問題

８９



gen stricken DIW Wochenbericht, Nr.７.
・Bach, S／Mudrack, T（２０１５）: Erbschaftsteuer auf den Bund übertragen, Länder

stärker an Umsatz-oder Einkommensteuer beteiligen, DIW Wochenbericht, Nr.
２３.

・BFH（２０１２）: Entscheidung vom２７.９.２０１２., II R９／１１, Rz.１１７.
・BMF（２０１５a）: Eckwerte vom２７.０２.２０１５., BMF（２０１５b）: Referentenentwurf vom

０２. ０６. ２０１５., BMF（２０１５c）: Gesetzentwurf vom ０８. ０７. ２０１５., Bundesministerium
der Finanzen.

・BMWi HP:〈http:／／www.bmwi.de／〉
・BR-Drucks（２０１３）:１３９／１３, S.９１., Bundesrat Drucksachen.
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・Seer, R（１９９９）: Das Betriebsverm ö gen im Erbschaftsteuerrecht, in Birk, D
Steuern auf Erbschaft und Verm ö gen, Verlag Dr. Otto Schmidt.
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scher Universitätsverlag, Wiesbaden２００１.

駿河台経済論集 第２６巻第１号（２０１６）

９２


